（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費
	事業名　新酪農担い手育成拠点整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　農政部　畜産課　酪農・飼料係　電話番号：058-272-1111（内2878）

　　　　　　　E-mail：c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        １２，０００千円（前年度予算額：      ０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産

収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	12,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,000

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　　・県内酪農家戸数及び生乳生産量は、この25年間で酪農家戸数は約75％、また、生乳生産量は約50%減少するなど生産基盤の弱体化が顕著である。
・昭和48年に供用開始した東濃牧場は、県内酪農家の不採算部門である育成業務を担い、県の酪農振興に寄与しているが、施設の老朽化が進むとともに、場内の牛舎を分断するように公道が通っていることから、職員の作業動線が非常に悪く、また家畜伝染病の侵入が強く危惧されている。
・一方、新規に酪農経営を希望する者にとっては、実践的な酪農技術の習得及び実践に即した経営感覚を養う機会がないこと、また他の農業と比べ、施設整備等に莫大な投資が必要であることが大きな課題となっている。
・このことから、今後も県内酪農家の経営を支援すべき東濃牧場の再整備とあわせて、酪農振興拠点として総合的かつ実践的な研修機能を付与するために必要な搾乳牛舎の併設を検討するため、搾乳部門の新設に必要な水量確保調査を実施する。
（２）事業内容

　　・平成２８年度に供用開始した新ほ育・育成牛舎エリアを中心として、東濃牧場周辺に搾乳部門運営に必要な水量を確保するための地下水源の第一次調査（＊）を実施する。
　　　＊：水源調査の流れ
①第一次調査：既存資料、現地調査（踏査）及び物理探査による地下水源の想定調査
②第二次調査：試掘、水理及び水質調査による水量等調査
（平成31年度実施予定）
（３）県負担・補助率の考え方

　　　１０／１０
東濃牧場の設置者は県であるため全額負担が相当と考える。
（４）類似事業の有無
　　　無し

３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	12,000
	水量確保調査（既存資料、現地踏査及び物理探査）の委託

	合計
	12,000
	


	　決定額の考え方　

　搾乳牛舎の規模によっては、現在の井戸水量にて対応可能であること、東農牧場の再整備や担い手研修の基本構想を策定してから、必要な調査を実施すべきであること等から、計上を見送ります。


４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　　ぎふ農業農村基本計画（H32目標）
　　　　東濃牧場に担い手研修機能を設置
生乳生産量　48,000ｔ

（２）国・他県の状況

　　　類似事業なし

（３）後年度の財政負担

　　　平成31年度：第二次水量確保調査及び担い手研修施設建設（43,390千円）
　　　平成32年度：公共事業計画策定及担い手研修の開始
　　　平成33～35年度：公共事業を活用し、搾乳牛舎等の再整備の実施

（４）事業主体及びその妥当性
　　　東濃牧場は岐阜県が設置し、指定管理者制度で運営していることから、岐阜県が整備することが適当と考える。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成32年度から担い手研修を暫定的に実施できる体制を整備するとともに、平成35年度までに東濃牧場の再編整備を行い、正式な担い手研修を行える体制を整える。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	担い手研修拠点整備を進めるための予備調査であることから、現段階で目標年度を定めた指標を設定するのは適当でないと考えられたため。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　〇

	東濃牧場は酪農経営にとって重要な育成事業のほか、草地づくり（草づくり）など搾乳部門以外の業務を総合的に実施している。
このため、搾乳部門を新設し、東濃牧場を酪農就農希望者の実践的な研修場所とすることが効率的である。
一方、施設の老朽化等により家畜伝染病が侵入した際には、当該事業が実施できなくなり、県内酪農家への影響が多大である。
このため、東濃牧場を実践的な研修拠点として位置づけるとともに、家畜防疫機能を向上させるために一体的に再整備を検討推進することが重要であり、必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　搾乳部門の新設には、機械施設の整備に多額の費用が必要となるとともに、十分な水量を確保する必要がある。特に水量調査については十分な事前調査を実施することが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　水量確保調査結果をもとに、次年度以降の東濃牧場再整備と担い手研修施設の取組み方法を再検討していく。


